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研究成果の概要（和文）：災害時における避難率は3.9%と低く、逃げ遅れによる被災者を減らすために、消防隊
員等により避難促進のための声掛けなどが行われているが、限られた時間内で各家庭に呼びかけを行なうのは困
難である。本研究課題では、消防隊員の効率的かつ効果的な避難呼びかけを支援するために、対象地域で避難を
行っていない未避難者（≒スマートフォン）の探知技術に関する研究を行った。

研究成果の概要（英文）：In the event of a disaster, a smooth evacuation is required. However, the 
evacuation rate in Japan is meager (i.e., 3.9 %). Then it is challenging to call homes for 
evacuation within a limited time. In the study, we proposed and evaluated a smartphone detection 
method to support effective and efficient evacuation calls by firefighters. 

研究分野： モバイルネットワーク
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  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究課題における学術的・社会的意義な点は次の2点にまとめられる。(1)スマートフォンの探知に向けて、
様々な無線端末から得られる情報の意味付けと関連性を明らかにすることは学術的な特色がある。(2)センサ側
が移動し、様々な情報が取得される状況の中でスマートフォンの存在を探知する点、及び実際の社会ニーズを考
慮した上での研究設定は社会的意義がある。本研究成果は、減災に向けて、ICTを利活用した効率的かつ効果的
な救助活動につながり、また、単に未避難者を探知するだけでなく、避難所に避難している人数の把握等にも応
用可能である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
短時間強雨発生回数が増加傾向にある[1]。このような大雨は、洪水害・浸水害・山崩れ害・が

け崩れ害・土石流害を引き起こす可能性を高める。災害の発生が差し迫り、避難が必要になった
場合は、自治体から｢避難準備情報｣、｢避難勧告｣、｢避難指示｣が発令されるが、避難率は 3.9%
（約 4.4 万人/発令対象者数約 113.8 万人、 H24 調査結果）と低く、ハザードマップ自体の認知
度も 31.25%（H22 調査結果）と低い[2]。自治体からのこれらの情報を入手しても、受け止め方
や個々人のリスク認識の違いにより、実際に危機感を感じるまで避難が行なわれず、その結果逃
げ遅れる事態となる[3]。このような事態を少しでも防ぐために、消防隊員等により避難促進の
ための声掛けなどが行われているが、限られた時間内で各家庭に呼びかけを行なうのは困難で
ある。そこで、本研究では、対象地域で避難を行っていない人（以下、未避難者）を見つけ、消
防隊員の効率的かつ効果的な避難呼びかけを支援するための未避難者探知技術に関する研究を
行った。 
 
 
２．研究の目的 
 
 自治体の｢避難準備情報｣、｢避難勧告｣、｢避難指示｣発令時において、効率的かつ効果的な避難
促進の声がけを支援するための未避難者（≒スマートフォン）探知技術に関する研究を行う。災
害による人的被害を防ぐためには、危険地域における未避難者の避難促進を行うことが重要で
ある。しかし、避難率は 3.9%と低く、実際に危機感を感じるまで避難が行なわれずその結果逃
げ遅れる事態となる。そこで、本研究では、人はスマートフォンを保持して避難するという前提
のもと、スマートフォンの探知手法を提案する。現在、IoT（Internet of Things）デバイス等の
様々な機材が普及している中で、スマートフォンを特定し探知することはチャレンジングな課
題といえる。また、本研究では、提案方式のプロトタイプを作成し、実環境において有効性を実
証する。 
 
 
３．研究の方法 
 
 本研究課題では、未避難者を見つけるための手段として、未避難者がスマートフォンを保持し
ている前提のもと研究を行った。2011 年の東日本大震災の際も、避難時に一番に持ち出すもの
は携帯電話であることがアンケート調査等からも明らかになっている。スマートフォンの保有
状況は年々増加しており、60 歳以上の高齢者でも 40%に迫る保有率[4]であり、今後もスマート
フォンの保持率は高まる。従って、本研究課題では、人≒スマートフォンとして未避難者の探知
について取り組む。このようなスマートフォンを対象とした人の探知としては、Wi-Fi パケット
センサを用いた人流計測が研究として行われている[5]。図 1（左）に示すように、これらは建物
内や計測したい移動経路に複数のパケットセンサを設置し、地点間の移動をもとに人流を計測・
分析する。本研究課題においては、パケットセンサを至る所に配置することは費用の面からも困
難なため、図 1（右）に示すように、スマートフォンを探知するセンサ機材を保持した消防隊員
が対象地域を移動することで、スマートフォンが対象地域に存在するかどうかを探知する。しか
し、IoT デバイス等の普及により、単純に Wi-Fi パケットを取得しただけでは、それがスマート
フォンであるかどうかを判定することは困難である。 
 

図 1：固定センサによる人流計測(左:既存研究)と移動センサによる未避難者探知(右:本研究課
題) 
 
移動センサによりスマートフォンの存在を探知するためには、スマートフォンから発せられ



る情報の調査・分析・整理を行い、それらの情報の取得方法、取得可能範囲、判定方法、可視化、
実証実験等が必要である。そこで、以下の手順で本研究を実施した。 
(1) スマートフォンから発せられる情報の調査・分析・整理 
(2) スマートフォンの情報の取得方法と取得可能範囲 
(3) 取得情報からスマートフォンを識別するための判定方法と存在可能範囲の計算方法の提案 
(4) 判定情報と存在可能範囲の可視化 
(5) 実機を用いた実証実験 
 
 
４．研究成果 
 
(1)では、スマートフォンから発せられる情報として、Wi-Fi と Bluetooth を対象に研究を進

めた。まず、Wi-Fi パケットをキャプチャして解析することで、端末製造元、型番情報、MAC ア
ドレスのベンダー情報、SSID 情報、通信先情報等の個別の情報を取得できることが明らかとな
った。また、スマートフォン毎に送信されるプローブリクエストの送信間隔も、機種毎またアク
セスポイントとの通信確立の状態など、スマートフォンの状況によって異なることも明らかと
なった。一方、Bluetooth においては、機種名、クラス情報等が取得できる。これらの情報は、
スマートフォンの識別方法に利用できる。 
(2)では、実際にデータを取得する方法として、Raspberry Pi を用いたプロトタイプシステム

の試作を行い、実験を行った。初期実験においては、機種や環境にも依存するが、オープンスペ
ースでは Wi-Fi で電波取得可能距離は 70m ほどであった。また、今後、必要となるこれらの小型
情報端末間で直接情報共有を行うためのデバイス間通信によるネットワーク構築方法の提案も
行った。 
Wi-Fi と Bluetooth に加えて、LTE での情報取得の可能性を調査するため、安価な Software 

Defined Radio（SDR）デバイスを用いて、実際にその対象周波数の電波強度の取得を行なった。
しかし、近距離で電話を行った時には電波強度の変動が少し確認できたが、距離が離れるとほと
んどその変動を確認することは困難であった．実際、このような携帯電話の電波をもとにスマー
トフォン検知を行なっている企業と議論した際に、技術的問題だけでなく、法的問題においても
様々な問題を解決する必要があることが明らかとなった。 
(3)(4)においては、取得情報からスマートフォンを識別する方法として、Wi-Fi と Bluetooth

を対象として、MAC アドレス、機種型番、機種名、接続アドレス、接続済み SSID 情報から端末
の種別判定を行った。初期実験においてスマートフォンの通信状況によっては正しく検知でき
ることを示した。 

また、存在可能範囲においては、Wi-Fi の電波強度を対象として、存在可能範囲についての取
得方法について提案した。存在可能範囲を求めるためには、中心点を推定する必要があるが、使
用する情報取得地点によって結果が異なるため、ランダム、平均、中央値を用いた推定を行い、
ランダムよりも平均、中央値を用いた方が、結果が良いことが明らかとなった（図 2）。 

図 2：３方式による存在可能範囲結果 
 
別のドローンを用いた実験においては、オープンスペースの環境で上空 100m からでの Wi-Fi

の情報を取得できることを確認し、一方、家や瓦礫においては 30m 以下でないと情報取得が難し
いことも明らかになった。しかし、対象物に近づく必要があるということは、より絞られた範囲
で検知できることを意味しており、技術だけではなく、運用面でカバーできると考えられる。 
 このようなスマートフォンの検知に関して、消防隊員と議論した際に、エリアが大きくなるよ
りは、強い電波を取得した地点を示すだけでも、地図上の建物等の情報を見て、人が判断した方
が経験や運用面からも効果があるとの助言を頂いた。つまり、全ての情報を示すのではなく、運
用面で扱いやすい情報に加工する必要があることも明らかとなった。 
(5)実機を用いた実証実験については、2019 年 11 月 30 日と 12 月 1 日に高知県須崎市で行わ

れた「令和元年度 中国・四国ブロック緊急消防援助隊合同訓練」の中で、「情報収集活動訓練」
として位置付け実施した。本訓練での我々の目的は、社会実装に向けた課題を明確にすること、



及び他の実務者からの本研究課題に対する意見等をもらうことであった。本訓練では、被災地域
に対する空撮情報とセンシング情報を取得し、その後の活動に役立つ情報として指揮本部へ提
供した。図 3 は実際の実証実験時の様子とセンシング情報の結果を示している。本実証実験で
は、建物や車内に置かれた 7台のスマートフォン中 5台のスマートフォンを上空から検知した。
本実証実験より、スマートフォンの検知は消防活動においても、有用なツールの一つとなりうる
ことを示した。 
 
 

図 3：訓練時の様子とセンシング情報の分析結果 
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